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議案第７５号

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律等の施

行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について

別紙のとおり、こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する

法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を制定することについて、

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第９６条第１項の規定により、本議会

の議決を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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令和５年琴浦町条例第 号

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律等の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例

(琴浦町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正）

第１条 琴浦町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例(平成26年琴浦町条例第30号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で

示すように改正する。

改正後 改正前

(定義) (定義)

第２条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

第２条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

(１)～(18) 略 (１)～(18) 略

(19) 特定教育・保育施設 法第27条第

１項に規定する特定教育・保育施設を

いう。

(19) 特定教育・保育施設 法第27第１

項に規定する特定教育・保育施設をい

う。

(20)～(27) 略 (20)～(27) 略

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等)

第６条 略 第６条 略

２ 特定教育・保育施設(認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同

じ。)は、利用の申込みに係る法第19条

第１号に掲げる小学校就学前子どもの数

及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども

の総数が、当該特定教育・保育施設の同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数を超える場合におい

ては、抽選、申込みを受けた順序により

２ 特定教育・保育施設(認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同

じ。)は、利用の申込みに係る法第19条

第１号に掲げる小学校就学前子どもの数

及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している法第19条第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数が、当該特定教育・保

育施設の法第19条第１号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数を超える場合においては、抽選、申込
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決定する方法、当該特定教育・保育施設

の設置者の教育・保育に関する理念、基

本方針等に基づく選考その他公正な方法

(第４項において「選考方法」という。)

により選考しなければならない。

みを受けた順序により決定する方法、当

該特定教育・保育施設の設置者の教育・

保育に関する理念、基本方針等に基づく

選考その他公正な方法(第４項において

「選考方法」という。)により選考しな

ければならない。

３ 特定教育・保育施設(認定こども園又

は保育所に限る。以下この項において同

じ。)は、利用の申込みに係る法第19条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定教育・保育施設

を現に利用している同条第２号又は第３

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、

当該特定教育・保育施設の同条第２号又

は第３号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える場合

においては、教育・保育給付認定に基づ

き、保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる教育・保育給付認定子どもが

優先的に利用できるよう、選考するもの

とする。

３ 特定教育・保育施設(認定こども園又

は保育所に限る。以下この項において同

じ。)は、利用の申込みに係る法第19条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定教育・保育施設

を現に利用している法第19条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数

が、当該特定教育・保育施設の法第19条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員の総数を超

える場合においては、法第20条第４項の

規定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる教育・

保育給付認定子どもが優先的に利用でき

るよう、選考するものとする。

４及び５ 略 ４及び５ 略

(あっせん、調整及び要請に対する協力) (あっせん、調整及び要請に対する協力)

第７条 略 第７条 略

２ 特定教育・保育施設(認定こども園又

は保育所に限る。以下この項において同

じ。)は、法第19条第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る当該特定

教育・保育施設の利用について児童福祉

法第24条第３項(同法第73条第１項の規

定により読み替えて適用する場合を含

む。第40条第２項及び第42条第４項第１

号において同じ。)の規定により町が行

う調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。

２ 特定教育・保育施設(認定こども園又

は保育所に限る。以下この項において同

じ。)は、法第19条第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る当該特定

教育・保育施設の利用について児童福祉

法第24条第３項(同法附則第73条第１項

の規定により読み替えて適用する場合を

含む。)の規定により町が行う調整及び

要請に対し、できる限り協力しなければ

ならない。

(受給資格等の確認) (受給資格等の確認)
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第８条 特定教育・保育施設は、特定教

育・保育の提供を求められた場合は、必

要に応じて、教育・保育給付認定保護者

の提示する支給認定証によって、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認

定子どもの該当する法第19条各号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分、教育・保

育給付認定の有効期間、保育必要量(法

第20条第３項に規定する保育必要量をい

う。)等を確かめるものとする。

第８条 特定教育・保育施設は、特定教

育・保育の提供を求められた場合は、必

要に応じて、教育・保育給付認定保護者

の提示する支給認定証によって、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認

定子どもの該当する法第19条各号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分、教育・保

育給付認定の有効期間及び保育必要量等

を確かめるものとする。

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領)

第13条 略 第13条 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払

を受ける額のほか、特定教育・保育にお

いて提供される便宜に要する費用のう

ち、次に掲げる費用の額の支払を教育・

保育給付認定保護者から受けることがで

きる。

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払

を受ける額のほか、特定教育・保育にお

いて提供される便宜に要する費用のう

ち、次に掲げる費用の額の支払を教育・

保育給付認定保護者から受けることがで

きる。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 食事の提供(次に掲げるものを除

く。)に要する費用

(３) 食事の提供(次に掲げるものを除

く。)に要する費用

ア 略 ア 略

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満三歳

以上教育・保育給付認定子どものう

ち、負担額算定基準子ども又は小学

校第三学年修了前子ども(小学校、

義務教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部の第１学年から第３

学年までに在籍する子どもをいう。

以下このイにおいて同じ。)が同一

の世帯に３人以上いる場合にそれぞ

れ(ア)又は(イ)に定める者に該当す

るものに対する副食の提供(アに該

当するものを除く。)

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満三歳

以上教育・保育給付認定子どものう

ち、負担額算定基準子ども又は小学

校第三学年修了前子ども(小学校、

義務教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部の第１学年から第３

学年までに在籍する子どもをいう。

以下イにおいて同じ。)が同一の世

帯に３人以上いる場合にそれぞれ

(ア)又は(イ)に定める者に該当する

ものに対する副食の提供(アに該当

するものを除く。)

(ア)及び(イ) 略 (ア)及び(イ) 略

ウ 略 ウ 略

(４)及び(５) 略 (４)及び(５) 略

５及び６ 略 ５及び６ 略
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(特定教育・保育の取扱方針) (特定教育・保育の取扱方針)

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ

当該各号に定めるものに基づき、小学校

就学前子どもの心身の状況等に応じて、

特定教育・保育の提供を適切に行わなけ

ればならない。

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ

当該各号に定めるものに基づき、小学校

就学前子どもの心身の状況等に応じて、

特定教育・保育の提供を適切に行わなけ

ればならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 認定こども園(認定こども園法第

３条第１項又は第３項の認定を受けた

施設及び同条第10項の規定による公示

がされたものに限る。) 次号及び第

４号に掲げる事項

(２) 認定こども園(認定こども園法第

３条第１項又は第３項の認定を受けた

施設及び同条第11項の規定による公示

がされたものに限る。) 次号及び第

４号に掲げる事項

(３) 略 (３) 略

(４) 保育所 児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準(昭和23年厚生省令

第63号)第35条の規定に基づき保育所

における保育の内容について内閣総理

大臣が定める指針

(４) 保育所 児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準(昭和23年厚生省令

第63号)第35条の規定に基づき保育所

における保育の内容について厚生労働

大臣が定める指針

２ 略 ２ 略

(運営規程) (運営規程)

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げ

る施設の運営についての重要事項に関す

る規程(第23条において「運営規程」と

いう。)を定めておかなければならな

い。

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げ

る施設の運営についての重要事項に関す

る規程(第23条において「運営規程」と

いう。)を定めておかなければならな

い。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 特定教育・保育の提供を行う日

(法第19条第１号に掲げる小学校就学

前子どもの区分に係る利用定員を定め

ている施設にあっては、学期を含む。

以下この号において同じ。)及び時間

並びに特定教育・保育の提供を行わな

い日

(４) 特定教育・保育の提供を行う日

(法第19条第１号に掲げる小学校就学

前子どもの区分に係る利用定員を定め

ている施設にあっては、学期を含む。

以下この号において同じ。)及び時

間、提供を行わない日

(５)～(11) 略 (５)～(11) 略

(特別利用保育の基準) (特別利用保育の基準)

第35条 略 第35条 略

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定に

より特別利用保育を提供する場合には、

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定に

より特別利用保育を提供する場合には、
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当該特別利用保育に係る法第19条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している

同条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの

総数が、第４条第２項第３号の規定によ

り定められた法第19条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員の総数

を超えないものとする。

当該特別利用保育に係る法第19条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している

法第19条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数が、第４条第２項第３号の規定

により定められた法第19条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員の

数を超えないものとする。

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定

により特別利用保育を提供する場合に

は、特定教育・保育には特別利用保育

を、施設型給付費には特例施設型給付費

(法第28条第１項の特例施設型給付費を

いう。次条第３項において同じ。)を、

それぞれ含むものとして、前節(第６条

第３項及び第７条第２項を除く。)の規

定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「特定教育・保育施設(認定

こども園又は幼稚園に限る。以下この項

において同じ。)」とあるのは「特定教

育・保育施設(特別利用保育を提供して

いる施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「同号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「同号又は同条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数」とあるのは「同条

第２号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数」と、第13条第

２項中「法第27条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第28条第２項第２号

の内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額」と、同条第４項第３号イ

(ア)中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども

(特別利用保育を受ける者を除く。)」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定

により特別利用保育を提供する場合に

は、特定教育・保育には特別利用保育

を、施設型給付費には特例施設型給付費

(法第28条第１項の特例施設型給付費を

いう。次条第３項において同じ。)を、

それぞれ含むものとして、前節(第６条

第３項及び第７条第２項を除く。)の規

定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「特定教育・保育施設(認定

こども園又は幼稚園に限る。以下この項

において同じ。)」とあるのは「特定教

育・保育施設(特別利用保育を提供して

いる施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「法第19条第１号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「法第19

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」と、「法第19条第１号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数」とあるのは「法第19条第２号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数」と、第13条第２項中

「法第27条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第28条第２項第２号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中

「教育・保育給付認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども(特別利

用保育を受ける者を除く。)」と、同号
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子ども」とあるのは「教育・保育給付認

定子ども(特別利用保育を受ける者を含

む。)」とする。

イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども

(特別利用保育を受ける者を含む。)」と

する。

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準)

第36条 略 第36条 略

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、

当該特別利用教育に係る法第19条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している

同条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの

総数が、第４条第２項第２号の規定によ

り定められた法第19条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員の総数

を超えないものとする。

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、

当該特別利用教育に係る法第19条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している

法第19条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数が、第４条第２項第２号の規定

により定められた法第19条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員の

数を超えないものとする。

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定

により特別利用教育を提供する場合に

は、特定教育・保育には特別利用教育

を、施設型給付費には特例施設型給付費

を、それぞれ含むものとして、前節(第

６条第３項及び第７条第２項を除く。)

の規定を適用する。この場合において、

第６条第２項中「利用の申込みに係る法

第19条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もの数」とあるのは「利用の申込みに係

る法第19条第２号に掲げる小学校就学前

子どもの数」と、「同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」とあるのは「同条第

１号又は第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数」と、「同号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員」とあ

るのは「同条第１号に掲げる小学校就学

前子どもの区分に係る利用定員」と、第

13条第２項中「法第27条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第28条第２項

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定

により特別利用教育を提供する場合に

は、特定教育・保育には特別利用教育

を、施設型給付費には特例施設型給付費

を、それぞれ含むものとして、前節(第

６条第３項及び第７条第２項を除く。)

の規定を適用する。この場合において、

第６条第２項中「利用の申込みに係る法

第19条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もの数」とあるのは「利用の申込みに係

る法第19条第２号に掲げる小学校就学前

子どもの数」と、「法第19条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数」とある

のは「法第19条第１号又は第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの総数」と、第13条

第２項中「法第27条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第28条第２項第３

号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項第３号

イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」
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第３号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第４項第

３号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども(特別利用教育を受ける者を含

む。)」と、同号イ(イ)中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども(特別利用教育を受け

る者を除く。)」とする。

とあるのは「教育・保育給付認定子ども

(特別利用教育を受ける者を含む。)」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認

定子ども(特別利用教育を受ける者を除

く。)」とする。

(利用定員) (利用定員)

第37条 特定地域型保育事業(事業所内保

育事業を除く。)の利用定員(法第29条第

１項の確認において定めるものに限る。

以下この章において同じ。)の数は、家

庭的保育事業にあっては１人以上５人以

下、小規模保育事業A型(家庭的保育事業

等の設備及び運営に関する基準(平成26

年厚生労働省令第61号)第27条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42条第

３項第１号において同じ。)及び小規模

保育事業B型(同令第27条に規定する小規

模保育事業B型をいう。同号において同

じ。)にあっては６人以上19人以下、小

規模保育事業C型(同条に規定する小規模

保育事業C型をいう。附則第４条におい

て同じ。)にあっては６人以上10人以

下、居宅訪問型保育事業にあっては１人

とする。

第37条 特定地域型保育事業(事業所内保

育事業を除く。)の利用定員(法第29条第

１項の確認において定めるものに限る。

以下この章において同じ。)の数は、家

庭的保育事業にあっては１人以上５人以

下、小規模保育事業A型(家庭的保育事業

等の設備及び運営に関する基準(平成26

年厚生労働省令第61号)第28条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42条第

３項第１号において同じ。)及び小規模

保育事業B型(同省令第31条に規定する小

規模保育事業B型をいう。第42条第３項

第１号において同じ。)にあっては６人

以上19人以下、小規模保育事業C型(同省

令第33条に規定する小規模保育事業C型

をいう。附則第４条において同じ。)に

あっては６人以上10人以下、居宅訪問型

保育事業にあっては１人とする。

２ 略 ２ 略

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等)

第39条 略 第39条 略

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込

みに係る法第19条第３号に掲げる小学校

就学前子どもの数及び特定地域型保育事

業所を現に利用している満三歳未満保育

認定子ども(特定満三歳以上保育認定子

どもを除く。以下この章において同

じ。)の総数が、当該特定地域型保育事

業所の同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数を超える場

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込

みに係る法第19条第３号に掲げる小学校

就学前子どもの数及び特定地域型保育事

業所を現に利用している満三歳未満保育

認定子ども(特定満三歳以上保育認定子

どもを除く。以下この章において同

じ。)の総数が、当該特定地域型保育事

業所の法第19条第３号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員の総数
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合においては、教育・保育給付認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる満三歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考するも

のとする。

を超える場合においては、法第20条第４

項の規定による認定に基づき、保育の必

要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる満

三歳未満保育認定子どもが優先的に利用

できるよう、選考するものとする。

３及び４ 略 ３及び４ 略

(特定地域型保育の取扱方針) (特定地域型保育の取扱方針)

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第35

条の規定に基づき保育所における保育の

内容について内閣総理大臣が定める指針

に準じ、それぞれの事業の特性に留意し

て、小学校就学前子どもの心身の状況等

に応じて、特定地域型保育の提供を適切

に行わなければならない。

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第35

条の規定に基づき保育所における保育の

内容について厚生労働大臣が定める指針

に準じ、それぞれの事業の特性に留意し

て、小学校就学前子どもの心身の状況等

に応じて、特定地域型保育の提供を適切

に行わなければならない。

(利用定員の遵守) (定員の遵守)

第48条 特定地域型保育事業者は、利用定

員を超えて特定地域型保育の提供を行っ

てはならない。ただし、年度中における

特定地域型保育に対する需要の増大への

対応、法第46条第５項に規定する便宜の

提供への対応、児童福祉法第24条第６項

に規定する措置への対応、災害、虐待そ

の他のやむを得ない事情がある場合は、

この限りでない。

第48条 特定地域型保育事業者は、利用定

員の定員を超えて特定地域型保育の提供

を行ってはならない。ただし、年度中に

おける特定地域型保育に対する需要の増

大への対応、法第46条第５項に規定する

便宜の提供への対応、児童福祉法第24条

第６項に規定する措置への対応、災害、

虐待その他のやむを得ない事情がある場

合は、この限りでない。

(特別利用地域型保育の基準) (特別利用地域型保育の基準)

第51条 略 第51条 略

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場

合には、当該特別利用地域型保育に係る

法第19条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの数及び特定地域型保育事業所を現に

利用している満三歳未満保育認定子ども

(次条第１項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法第19

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場

合には、当該特別利用地域型保育に係る

法第19条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの数及び特定地域型保育事業所を現に

利用している満三歳未満保育認定子ども

(次条第１項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法第19

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含
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む。)の総数が、第37条第２項の規定に

より定められた利用定員の総数を超えな

いものとする。

む。)の総数が、第37条第２項の規定に

より定められた利用定員の数を超えない

ものとする。

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規

定により特別利用地域型保育を提供する

場合には、特定地域型保育には特別利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費(法第30条第１項の

特例地域型保育給付費をいう。次条第３

項において同じ。)を、それぞれ含むも

のとして、前節(第40条第２項を除き、

前条において準用する第８条から第14条

まで(第10条及び第13条を除く。)、第17

条から第19条まで及び第23条から第33条

までを含む。次条第３項において同

じ。)の規定を適用する。この場合にお

いて、第39条第２項中「利用の申込みに

係る法第19条第３号に掲げる小学校就学

前子どもの数」とあるのは「利用の申込

みに係る法第19条第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数」と、「満三歳未満保

育認定子ども(特定満三歳以上保育認定

子どもを除く。以下この章において同

じ。)」とあるのは「同号又は同条第３

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども(第52条第

１項の規定により特定利用地域型保育を

提供する場合にあっては、当該特定利用

地域型保育の対象となる第19条第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。)」

と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

も」とあるのは「同条第３号同条第３号

に掲げる小学校就学前子ども」と、「教

育・保育給付認定に基づき、保育の必要

の程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる満三

歳未満保育認定子どもが優先的に利用で

きるよう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により、決定する方法、当

該特定地域型保育事業者の保育に関する

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規

定により特別利用地域型保育を提供する

場合には、特定地域型保育には特別利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費(法第30条第１項の

特例地域型保育給付費をいう。次条第３

項において同じ。)を、それぞれ含むも

のとして、本章(第40条第２項を除き、

前条において準用する第８条から第14条

まで(第10条及び第13条を除く。)、第17

条から第19条まで及び第23条から第33条

までを含む。次条第３項において同

じ。)の規定を適用する。この場合にお

いて、第39条第２項中「利用の申込みに

係る法第19条第３号に掲げる小学校就学

前子どもの数」とあるのは「利用の申込

みに係る法第19条第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数」と、「満三歳未満保

育認定子ども(特定満三歳以上保育認定

子どもを除く。以下この章において同

じ。)」とあるのは「法第19条第１号又

は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども(第5

2条第１項の規定により特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特

定利用地域型保育の対象となる第19条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含

む。)」と、「法第20条第４項の規定に

よる認定に基づき、保育の必要の程度及

び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満三歳未満保

育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、」とあるのは「抽選、申込みを受け

た順序により、決定する方法、当該特定

地域型保育事業者の保育に関する理念、

基本方針等に基づく選考その他公正な方

法により」と、第43条第１項中「教育・
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理念、基本方針等に基づく選考その他公

正な方法により」と、第43条第１項中

「教育・保育給付認定保護者」とあるの

は「教育・保育給付認定保護者(特別利

用地域型保育の対象となる法第19条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者を除く。)」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第30条第

２項第２号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第３

項中「前２項」とあるのは「前項」と、

同条第４項中「前３項」とあるのは「前

２項」と、「掲げる費用」とあるのは

「掲げる費用及び食事の提供(第13条第

４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。)に要する費用」と、同条第５項中

「前各項」とあるのは「前３項」とす

る。

保育給付認定保護者」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者(特別利用地域

型保育の対象となる法第19条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者を除く。)」と、同条

第２項中「法第29条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第30条第２項第２

号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第３項中「前

２項」とあるのは「前項」と、同条第４

項中「前３項」とあるのは「前２項」

と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供(第13条第４項第３

号ア又はイに掲げるものを除く。)に要

する費用」と、同条第５項中「前４項」

とあるのは「前３項」とする。

(特定利用地域型保育の基準) (特定利用地域型保育の基準)

第52条 略 第52条 略

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場

合には、当該特定利用地域型保育に係る

法第19条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの数及び特定地域型保育事業所を現に

利用している同条第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定こども

(前条第１項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当該

特別利用地域型保育の対象となる法第19

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。)の総数が、第37条第２項の規定に

より定められた利用定員の総数を超えな

いものとする。

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場

合には、当該特定利用地域型保育に係る

法第19条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの数及び特定地域型保育事業所を現に

利用している法第19条第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する支給認定こ

ども(前条第１項の規定により特別利用

地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特別利用地域型保育の対象となる法

第19条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども

を含む。)の総数が、第37条第２項の規

定により定められた利用定員の数を超え

ないものとする。

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規

定により特定利用地域型保育を提供する

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規

定により特定利用地域型保育を提供する
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(琴浦町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正)

第２条 琴浦町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成

26年琴浦町条例第31号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で

示すように改正する。

場合には、特定地域型保育には特定利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費を、それぞれ含むも

のとして、前節の規定を適用する。この

場合において、第43条第１項中「教育・

保育給付認定保護者」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者(特定利用地域

型保育の対象となる法第19条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども(特定満三歳以

上保育認定子どもに限る。)に係る教

育・保育給付認定保護者に限る。)」

と、「法第29条第３項第２号に掲げる

額」とあるのは「法第30条第２項第３号

の市町村が定める額」と、同条第２項中

「法第29条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第30条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第４項中「掲げる費

用」とあるのは「掲げる費用及び食事の

提供(特定利用地域型保育の対象となる

特定満三歳以上保育認定子どもに対する

もの及び満三歳以上保育認定子ども(令

第４条第１項第２号に規定する満三歳以

上保育認定子どもをいう。)に係る第13

条第４項第３号ア又はイに掲げるものを

除く。)に要する費用」とする。

場合には、特定地域型保育には特定利用

地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費を、それぞれ含むも

のとして、この章の規定を適用する。こ

の場合において、第43条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは

「教育・保育給付認定保護者(特定利用

地域型保育の対象となる法第19条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども(特定満三歳

以上保育認定子どもに限る。)に係る教

育・保育給付認定保護者に限る。)」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第30条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第４

項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供(特定利用地域型保

育の対象となる特定満三歳以上保育認定

子どもに対するもの及び満三歳以上保育

認定子ども(令第４条第１項第２号に規

定する満三歳以上保育認定子どもをい

う。)に係る第13条第４項第３号ア又は

イに掲げるものを除く。)に要する費

用」とする。

改正後 改正前

(趣旨) (趣旨)

第１条 この条例は、児童福祉法(昭和22

年法律第164号。以下「法」という。)第

34条の16第１項の規定に基づき、家庭的

第１条 この条例は、児童福祉法(昭和22

年法律第164号。以下「法」という。)第

34条の16第１項及び第２項の規定に基づ
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

保育事業等の設備及び運営に関する基準

(以下「設備運営基準」という。)を定め

るものとする。

き、家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準(以下「設備運営基準」とい

う。)を定めるものとする。

(保育の内容) (保育の内容)

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準(昭和23

年厚生省令第63号)第35条に規定する内

閣総理大臣が定める指針に準じ、家庭的

保育事業の特性に留意して、保育する乳

幼児の心身の状況等に応じた保育を提供

しなければならない。

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準(昭和23

年厚生省令第63号)第35条に規定する厚

生労働大臣が定める指針に準じ、家庭的

保育事業の特性に留意して、保育する乳

幼児の心身の状況等に応じた保育を提供

しなければならない。

(準用) (準用)

第 48 条 略 第 48 条 略

(電磁的記録)

第49条 家庭的保育事業者等及びその職員

は、記録、作成その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるものに

ついては、書面に代えて、当該書面に係

る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。)により行うことが

できる。
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議案第７６号

琴浦町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正について

別紙のとおり、琴浦町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正することについて、地方自治法(昭和２２年法

律第６７号)第９６条第１項の規定により、本議会の議決を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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令和５年琴浦町条例第 号

琴浦町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

琴浦町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成

26年琴浦町条例第32号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で

示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

改正後 改正前

附 則 附 則

(職員の経過措置) (職員の経過措置)

１ 略 １ 略

２ 当分の間、第10条第３項の規定の適用

については、同項中「修了したもの」と

あるのは、「修了したもの(その者の研修

計画を定めた上で、放課後児童支援員と

しての業務に従事することとなった日か

ら２年以内に当該研修を修了することを

予定している者を含む。)」とする。

２ この条例の施行の日から平成32年３月

31日までの間、第10条第３項の規定の適

用については、同項中「修了したもの」

とあるのは、「修了したもの(平成32年３

月31日までに修了することを予定してい

る者を含む。)」とする。



77 - 1

議案第７７号

琴浦町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す

る条例の一部改正について

別紙のとおり、琴浦町行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正することについて、地方自治法(昭和２２年法律

第６７号)第９６条第１項の規定により、本議会の議決を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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令和５年琴浦町条例第 号

琴浦町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部を改正する条例

琴浦町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例(平成27年

琴浦町条例第34号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線

及び太枠で示すように改正する。

改正後 改正前

別表第１(第４条関係) 別表第１(第４条関係)

別表第２(第４条関係) 別表第２(第４条関係)

機関 事務

略

２ 教

育委

員会

琴浦町就学援助支給に関す

る要綱(令和５年琴浦町教育

委員会訓令第１号)による就

学の援助に関する事務であ

って規則で定めるもの

３ 町

長

生活保護法(昭和25年法律第

144号)による保護に準じて

行う外国人に対する措置に

関する事務であって、規則で

定めるもの

機関 事務

略

２ 教

育委

員会

琴浦町就学援助費支給に関

する要綱(平成19年琴浦町教

育委員会訓令第１号)による

就学の援助に関する事務で

あって規則で定めるもの

機関 事務 特定個人情報 機関 事務 特定個人情報
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１ 町

長

琴浦町社

会福祉法

人等によ

る利用者

負担の軽

減制度実

施要綱に

よる利用

者負担額

の軽減に

関する事

務であっ

て規則に

定めるも

の

地方税法(昭和2

5年法律第226

号)その他の地

方税に関する法

律に基づく条例

の規定により算

定した税額若し

くはその算定の

基礎となる事項

に関する情報

(以下「地方税関

係情報」とい

う。)、住民基本

台帳法(昭和42

年法律第81号)

第７条第４号に

規定する事項

(以下「住民票関

係情報」とい

う。)、介護保険

法(平成９年法

律第123号)によ

る保険給付の支

給、地域支援事

業の実施若しく

は保険料の徴収

に関する情報

(以下「介護保険

給付関係情報」

という。)、生活

保護法による保

護の実施又は別

表第１の３の項

に掲げる事務若

しくは就労自立

給付金の支給に

１ 町

長

琴浦町社

会福祉法

人等によ

る利用者

負担の軽

減制度実

施要綱に

よる利用

者負担額

の軽減に

関する事

務であっ

て規則に

定めるも

の

地方税法(昭和2

5年法律第226

号)その他の地

方税に関する法

律に基づく条例

の規定により算

定した税額若し

くはその算定の

基礎となる事項

に関する情報

(以下「地方税関

係情報」とい

う。)、住民基本

台帳法(昭和42

年法律第81号)

第７条第４号に

規定する事項

(以下「住民票関

係情報」とい

う。)、介護保険

法(平成９年法

律第123号)によ

る保険給付の支

給、地域支援事

業の実施若しく

は保険料の徴収

に関する情報

(以下「介護保険

給付関係情報」

という。)、生活

保護法(昭和25

年法律第144号)

による保護の実

施若しくは就労

自立給付金の支

給に関する情報
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別表第３(第５条関係) 別表第３(第５条関係)

関する情報(以

下「生活保護関

係情報」とい

う。)又は中国残

留邦人等の円滑

な帰国の促進並

びに永住帰国し

た中国残留邦人

等及び特定配偶

者の自立の支援

に関する法律

(平成６年法律

第30号)による

支援給付若しく

は配偶者支援金

の支給に関する

情報(以下「中国

残留邦人等支援

給付等関係情

報」という。)

であって規則で

定めるもの

２ 町

長

別表第１

の３の項

に掲げる

事務

法別表第２の26

の項第４欄に掲

げる情報

(以下「生活保護

関係情報」とい

う。)又は中国残

留邦人等の円滑

な帰国の促進並

びに永住帰国し

た中国残留邦人

等及び特定配偶

者の自立の支援

に関する法律

(平成６年法律

第30号)による

支援給付若しく

は配偶者支援金

の支給に関する

情報(以下「中国

残留邦人等支援

給付等関係情

報」という。)

であって規則で

定めるもの

情報照

会機関

事務 情報提

供機関

特定個

人情報

１ 教

育委

員会

琴浦町

就学援

助支給

に関す

る要綱

町長 地方税

関係情

報、住民

票関係

情報、生

情報照

会機関

事務 情報提

供機関

特定個

人情報

１ 教

育委

員会

琴浦町

就学援

助費支

給に関

する要

町長 地方税

関係情

報、住民

票関係

情報、生
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

による

就学の

援助に

関する

事務で

あって

規則で

定める

もの

活保護

関係情

報、中国

残留邦

人等支

援給付

等関係

情報又

は児童

扶養手

当法(昭

和36年

法律第2

38号)に

よる児

童扶養

手当の

支給に

関する

情報で

あって

規則で

定める

もの

綱によ

る就学

の援助

に関す

る事務

であっ

て規則

で定め

るもの

活保護

関係情

報、中国

残留邦

人等支

援給付

等関係

情報又

は児童

扶養手

当法(昭

和36年

法律第2

38号)に

よる児

童扶養

手当の

支給に

関する

情報で

あって

規則で

定める

もの
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議案第７８号

琴浦町特別医療費助成条例の一部改正について

別紙のとおり、琴浦町特別医療費助成条例の一部を改正することに

ついて、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第９６条第１項の規定

により、本議会の議決を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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令和５年琴浦町条例第 号

琴浦町特別医療費助成条例の一部を改正する条例

琴浦町特別医療費助成条例(平成16年琴浦町条例第111号)の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線

で示すように改正する。

改正後 改正前

(助成) (助成)

第３条 略 第３条 略

２ 前項の規定による助成の額は、次のと

おりとする。

２ 前項の規定による助成の額は、次のと

おりとする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 別表第４号及び第５号に掲げる者

にあっては、医療費から一部負担金の

額に相当する額を控除した額

(３) 別表第４号から第６号までに掲げ

る者にあっては、医療費から一部負担

金の額に相当する額を控除した額

(４) 別表第６号に掲げる者にあって

は、医療費の全額

(一部負担金の支払方法) (一部負担金の支払方法)

第６条 前条第１項に規定する方法により

医療費の助成を受ける被保険者等(第３

条第２項第１号及び第４号に規定する者

を除く。)は、療養又は医療を受ける際、

それぞれ第４条に規定する一部負担金に

相当する額を医療機関等(前条第１項に

規定する保険薬局を除く。)に支払わなけ

ればならない。

第６条 前条第１項に規定する方法により

医療費の助成を受ける被保険者等(第３

条第２項第１号に規定する者を除く。)

は、療養又は医療を受ける際、それぞれ

第４条に規定する一部負担金に相当する

額を医療機関等(前条第１項に規定する

保険薬局を除く。)に支払わなければなら

ない。

別表(第２条、第３条関係) 別表(第２条、第３条関係)

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 配偶者のない女子(母子及び父子 (５) 配偶者のない女子(母子及び父子
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附 則

(施行期日)

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

(経過措置)

２ この条例による改正後の琴浦町特別医療費助成条例の規定は、施行の日以

後に受ける医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に受けた医療に

係る医療費の助成については、なお従前の例による。

並びに寡婦福祉法(昭和39年法律第129

号)第６条第１項に規定する配偶者の

ない女子をいう。)で現に児童(18歳に

達する日以後の最初の３月31日までの

間にある者をいう。以下同じ。)を扶養

しているもの及び配偶者のない男子

(同条第２項に規定する配偶者のない

男子をいう。)で現に児童を扶養してい

る者のうち、前年(当該医療を受ける日

の属する月が１月から６月までの場合

にあっては、前々年。以下同じ。)の所

得(他の所得と区分して所得税が課さ

れるものを除く。以下同じ。)について、

所得税法その他の所得税に関する法令

の規定により所得税が課されていない

もの(前年の所得について、所得税法等

の一部を改正する法律(平成22年法律

第６号)第１条の規定による改正前の

所得税法第２条第１項及び第84条第１

項の規定を適用したならば所得税が課

されないものを含む。)

並びに寡婦福祉法(昭和39年法律第129

号)第６条第１項に規定する配偶者の

ない女子をいう。)で現に児童(18歳に

達する日以後の最初の３月31日までの

間にある者をいう。以下同じ。)を扶養

しているもの及び配偶者のない男子

(同条第２項に規定する配偶者のない

男子をいう。)で現に児童を扶養してい

る者のうち、前年(当該医療を受ける日

の属する月が１月から６月までの場合

にあっては、前々年。以下同じ。)の所

得(他の所得と区分して所得税が課さ

れるものを除く。以下同じ。)について、

所得税法その他の所得税に関する法令

の規定により所得税が課されていない

もの(前年の所得について、所得税法等

の一部を改正する法律(平成22年法律

第６号)第１条の規定による改正前の

所得税法第２条第１項及び第84条第１

項の規定を適用したならば所得税が課

されないものを含む。)並びにこれらの

者が扶養している児童

(６) 児童 (６) 18歳に達する日以後の最初の３月

31日までの間にある者

(備考) 略 (備考) 略
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議案第７９号

琴浦町公共下水道条例の一部改正について

別紙のとおり、琴浦町公共下水道条例の一部を改正することについて、地方

自治法(昭和２２年法律第６７号)第９６条第１項の規定により、本会議の議決

を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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令和５年琴浦町条例第 号

琴浦町公共下水道条例の一部を改正する条例

琴浦町公共下水道条例(平成16年琴浦町条例第177号)の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線

及び太枠で示すように改正する。

改正後 改正前

(使用料の算定方法) (使用料の算定方法)

第16条 使用料の額は、使用者が排除した

汚水の量(以下「排除汚水量」という。)

に応じ、別表第４に定めるところにより

算出した基本料金と超過料金との合計額

とする。

第16条 一般家庭の使用料の額は、町長が

認定する世帯及び世帯員につき、基本料

金と世帯員割との合計額とし、別表第４

に定めるところにより算出した合計額と

する。

２ 排除汚水量の認定日については、琴浦

町水道給水条例(平成16年琴浦町条例第1

87号)第27条に規定する日とする。ただ

し、町長が必要と認めたとき又はやむを

得ない理由があるときは認定日以外の日

に認定することができる。

２ 世帯員の確認は住民基本台帳等による

ものとし、その基準日は毎使用月の末日

とする。ただし、住民登録者で長期不在

等の場合は、その旨を町長に届け出て承

認したときはこの限りでない。

３ 排除汚水量は、次の各号に定めるとこ

ろによる。

３ 一般家庭以外の使用料の額は、基本料

金と従量割との合計額とし、別表第５に

定めるところにより算出した合計額とす

る。

(１) 水道水(琴浦町水道事業の設置等

に関する条例(平成16年琴浦町条例第1

85号)第１条に規定する水道事業に基

づく生活用水その他の浄水をいう。以

下同じ。)を排除した場合は、水道の使

用水量とする。ただし、２以上の使用

者が給水装置を共同で使用している場

(１) 水道水を排除した場合は、水道の

使用水量とする。ただし、２以上の使

用者が給水装置を共同で使用している

場合においてそれぞれの使用者の使用

水量を確認することができないとき

は、それぞれの使用者の使用の態様を

勘案して町長が認定する。
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合においてそれぞれの使用者の使用水

量を確認することができないときは、

それぞれの使用者の使用の態様を勘案

して町長が認定する。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

(４) 町長は、前号の認定をするため必

要があると認めたときは、適当な場所

に排除汚水量を計測するための装置

(以下「計測装置」という。)を取り付

けるものとする。

(４) 町長は、前項の認定をするため必

要があると認めたときは、適当な場所

に計測のため装置を取り付けることが

できる。なお、当該使用者は、最善の

注意をもって装置を管理しその装置を

き損し、又は亡失したときは、町にそ

の損害を賠償しなければならない。

４ 使用者が使用月の中途において公共下

水道の使用を開始し、休止し、若しくは

廃止し、又は現に休止しているその使用

を再開したときは、当該使用月の使用料

は、１使用月として算定する。

４ 使用者が使用月の中途において公共下

水道の使用を開始し、休止し、若しくは

廃止し、又は現に休止しているその使用

を再開したときは、当該使用月の使用料

は、次のとおりとする。

(１) 一般家庭において、月の16日以後

に使用を開始したとき、又は15日以前

に使用を中止したときは、使用期のう

ちその月の使用料は所定額の２分の１

とする。

(２) 一般家庭以外

ア 使用水量が基本水量の２分の１以

下のときは、基本料金の２分の１

イ 使用水量が基本水量の２分の１を

超え基本水量以下のときは、基本料

金

ウ 使用水量が基本水量を超えるとき

は、基本料金と超過料金

(計測装置の設置)

第 16 条の２ 町長は、水道水以外を使用し

ている使用者について特に必要があると

認める場合には、使用水量の測定のため

計測装置を設置し、これを使用者に貸与

することができる。ただし、新たに公共
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附 則

(施行期日)

第１条 この条例は、令和６年２月１日から施行する。

(準備行為)

第２条 この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行の日(以

下「施行日」という。)前においても行うことができる。

(琴浦町農業集落排水処理施設使用料条例の一部改正)

下水道を使用するために計測装置の設置

が必要な場合は、使用者の負担により計

測装置を設置しなければならない。

２ 前項前段の規定により、計測装置の貸

与を受けた使用者は、最善の注意をもっ

て計測装置を管理しなければならない。

この場合において使用者の責めに帰すべ

き事由によりその装置を毀損し、又は亡

失したときは、その損害を賠償しなけれ

ばならない。

別表第４(第16条関係) 別表第４(第16条関係)

別表第５(第16条関係)

使用料区分 排除汚水量 使用料

基本料金 10㎥まで 2,200 円

超過料金 10㎥を超え

るもの(1㎥

につき)

165 円

使用料(１箇月当たり)［一般家庭］

基本料金(１世帯

につき)

世帯員割(１人に

つき)

2,200円 550円

使用料(１箇月当たり)［一般家庭以外］

基本料金(10m３ま

で)

従量割［超過分］

(１m３につき)

2,200円 165円
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第３条 琴浦町農業集落排水処理施設使用料条例(平成16年琴浦町条例第154

号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下

線で示すように改正する。

(経過措置)

第４条 改正後の琴浦町公共下水道条例の規定及び前条の規定による改正後の

琴浦町農業集落排水処理施設使用料条例の規定は、令和６年３月１日以後に

算定する使用料について適用し、施行日から令和６年２月29日までの間に算

定する使用料については、なお従前の例による。

改正後 改正前

(使用料の徴収) (使用料の徴収)

第２条 略 第２条 略

２ 使用料の徴収については、琴浦町公共

下水道条例(平成16年琴浦町条例第177

号。以下「公共下水道条例」という。)

第15条第２項から第４項までの規定を準

用する。

２ 使用料の徴収については、琴浦町公共

下水道条例(平成16年琴浦町条例第177

号)第15条第２項、第３項及び第４項の規

定を準用する。

(使用料の算定) (使用料の算定)

第３条 使用料の算定については、公共下

水道条例第16条及び第16条の２の規定を

準用する。

第３条 使用料の算定については、公共下

水道条例第16条の規定を準用する。
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議案第９１号

令和４年度琴浦町一般会計歳入歳出決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町一般会計歳入歳出決算について、監査委員の意見を付し

て、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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議案第９２号

令和４年度琴浦町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町国民健康保険特別会計歳入歳出決算について、監査委員

の意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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議案第９３号

令和４年度琴浦町住宅新築資金等貸付事業特別会計

歳入歳出決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算について、

監査委員の意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志
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議案第９４号

令和４年度琴浦町介護保険特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町介護保険特別会計歳入歳出決算について、監査委員の意

見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



95 - 1

議案第９５号

令和４年度琴浦町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算について、監査委

員の意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



96 - 1

議案第９６号

令和４年度琴浦町船上山発電所管理特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町船上山発電所管理特別会計歳入歳出決算について、監査

委員の意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



97 - 1

議案第９７号

令和４年度琴浦町八橋財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町八橋財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



98 - 1

議案第９８号

令和４年度琴浦町浦安財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町浦安財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



99 - 1

議案第９９号

令和４年度琴浦町下郷財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町下郷財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



100 - 1

議案第１００号

令和４年度琴浦町上郷財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町上郷財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



101 - 1

議案第１０１号

令和４年度琴浦町古布庄財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町古布庄財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員

の意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



102 - 1

議案第１０２号

令和４年度琴浦町赤碕財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町赤碕財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



103 - 1

議案第１０３号

令和４年度琴浦町成美財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町成美財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



104 - 1

議案第１０４号

令和４年度琴浦町安田財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町安田財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



105 - 1

議案第１０５号

令和４年度琴浦町以西財産区特別会計歳入歳出決算

認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、

令和４年度琴浦町以西財産区特別会計歳入歳出決算について、監査委員の

意見を付して、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



106 - 1

議案第１０６号

令和４年度琴浦町水道事業会計決算認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定に基

づき、令和４年度琴浦町水道事業会計決算について、監査委員の意見を付し

て、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



107 - 1

議案第１０７号

令和４年度琴浦町水道事業会計剰余金の処分について

令和４年度琴浦町水道事業会計における剰余金の処分について地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、剰余

金処分計算書のとおり処分することについて本議会の議決を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



107 - 2

令和４年度琴浦町水道事業会計剰余金処分計算書（案）

資本金 資本剰余金
未処分利益

剰余金

当年度末残高

1,274,268,838 301,548,221 240,648,924

議会の議決による処分

0 0 △194,070,133

建設改良積立金の積立

0 0 △194,070,133

建設改良積立金の積立

及び資本金への組入 0 0 0

資本金への組入

0 0 0

処分後残高

1,274,268,838 301,548,221
（繰越利益剰余金）

46,578,791

（単位：円）



108 - 1

議案第１０８号

令和４年度琴浦町下水道事業会計決算認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定に基

づき、令和４年度琴浦町水道事業会計決算について、監査委員の意見を付し

て、本議会の認定に付する。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



109 - 1

議案第１０９号

令和４年度琴浦町下水道事業会計剰余金の処分について

令和４年度琴浦町下水道事業会計における剰余金の処分について地方公

営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、剰

余金処分計算書のとおり処分することについて本議会の議決を求める。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志



109 - 2

令和４年度琴浦町下水道事業会計剰余金処分計算書（案）

資本金 資本剰余金
未処分利益

剰余金

当年度末残高

1,015,931,351 349,087,466 21,157,039

議会の議決による処分

0 0 △21,157,039

建設改良積立金の積立

0 0 △21,157,039

建設改良積立金の積立

及び資本金への組入 0 0 0

資本金への組入

0 0 0

処分後残高

1,015,931,351 349,087,466
（繰越利益剰余金）

0

（単位：円）



110 - 1

議案第１１０号

財産の無償譲渡について

次のとおり財産を無償で譲渡することについて、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項の規定により、本議会の議決を求める。

１．財産の内容

２．相 手 方

琴浦町大字下伊勢５５４番地１

下伊勢西自治区大区長 澤田 陽子

３．理 由

上記財産は、昭和４０年より下伊勢西自治区が集会所として適切な管理

を行っており、下伊勢西自治区は令和５年５月９日に認可地縁団体として

認可済みである。

自治活動の一層の活性化を図るため、集会所及び集会所用地を無償で譲

渡するものである。

令和 ５ 年 ９ 月 ７ 日 提 出

琴 浦 町 長 福 本 ま り 子

令和 ５ 年 月 日

琴浦町議会議長 大 平 高 志

区分 所在 地目 地積（㎡） 備考

土地 琴浦町大字下伊勢字犬加美５５４番１ 宅地 293.41 集会所用地

区分 所在 種類及び構造 面積（㎡）

建物 琴浦町大字下伊勢字犬加美

５５４番１

集会所 １棟

木造かわらぶき屋根

１階建

169.29
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